（様式第1号）

鳥取県建設業新分野進出実績確認申請書

　　年　　月　　日

鳥取県県土整備部長　○○○○　様

申請者

　建設業許可番号

申請者の名称

　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名

電話番号

　鳥取県建設業者新分野進出実績確認基準（平成１８年　月　日付第            号鳥取県県土整備部長通知）に基づき、別紙の実績について確認を受けたいので、申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

（添付書類）

(１)　新分野進出直前事業年度から申請直前事業年度までの税務申告書（税務署が受け付けたものに限る。）のうち、決算報告書の写し
(２)　建設業法第６条第１項第６号の規定に基づく新分野進出直前事業年度から申請直前事業年度までの貸借対照表、損益計算書及び兼業事業売上原価報告書の写し
(３)　申請直前事業年度の新分野進出に係る売上高を確認することができる総勘定元帳の写し及び新分野進出直前事業年度の総勘定元帳の写し
(４)　その他新分野進出を確認することができる書類

　　経営状況分析結果通知書、商業登記簿謄本、法人事業概況説明書、定款、ホームページ、広告、新分野進出に係る許認可の通知書の写し等

（様式第２号）
新分野進出の実績
１　新分野進出を行った者

	会社の所在地
	
	電話番号
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	役職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

	建設業許可番号

（有する場合のみ）
	

	申請者との関係
	


２　新分野進出の内容

	業務内容
	

	業務場所
	


３　新分野進出実績確認の条件
	
	内容
	申請者記入欄
	管理課

チェック欄

	(１)
	日本標準産業分類の分類

（大分類又は小分類を記載すること。）
	
	適・否

	
	新事業活動の分類

（次のいずれかに○印をすること。）
	新商品の開発又は生産

新役務の開発又は提供

上記以外
	適・否

	
	新分野進出を行った者

（次のいずれかに○印をすること。）
	申請者・申請者以外
	適・否

	(２)
	新分野進出事業年度
	　　年　　月　　日から

　　年　　月　　日まで
	適・否

	(３)
	申請直前事業年度の新分野進出に係る売上高
	千円
	適・否

	(４)
	①兼業売上対象付加価値額
	千円
	適・否

	
	②新分野進出直前事業年度の兼業売上対象付加価値額
	千円
	

	
	差引（②－①）
	千円
	

	(５)
	既に加点対象となった新分野進出

（次のいずれかに○印をすること。）
	有・無

（有の場合は、以下に内容を記載すること。）

【内容】
	適・否

	(６)
	申請直前事業年度の決算日
	　　年　　月　　日
	適・否


（注）１　(１)で申請者以外に○印をした者にあっては、出資比率及び出資者を確認することができる書類を添付すること。

２　金額の記載に当たって、端数が生じた場合は、当該端数を切り捨てること。

（様式第４号）

兼業売上（新分野進出を含む。）に係る申請直前事業年度の売上高

（　年　月　日～　年　月　日）

	日付
	勘定科目
	金　　額
	相　手　方
	商品又はサービス名
	備考（新分野進出に係るものの場合は○印をすること。）

	
	兼業売上
	円
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）申請直前事業年度に係る兼業売上高の内訳を記載すること。
（様式第５号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日

　総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　県土整備部長

　　　　　　　　　　　　（公印省略）

　　　建設業の新分野進出に伴う調査の代行について（依頼）
　　　年　　月　　日付けで申請のあった下記新分野進出について、鳥取県建設業者新分野進出実績確認基準４の(２)に基づき、調査事務の代行をお願いします。

記

１　申請者

　（有限会社）　○○建設　（取締役社長）代表　○○○○

２　新分野進出を行った者

　（有限会社）　○○建設　（取締役社長）代表　○○○○

３　１と２の関係

４　新分野進出事業の内容

	該当欄
	新事業活動の種類
	事　　業　　内　　容

	　○
	１　新商品の開発又は生産
	（例）ブルーベリーの生産

	
	２　新役務の開発又は提供
	


　

５　調査の内容

	例

・継続して営業活動を行っているかどうか。


(注)　申請書の写しを添付する。

（様式第６号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年　　月　　日

　県土整備部長　様

　　　　　　　　　　　　総合事務所長
　　　　　　　　　　　　（公印省略）

　　　建設業の新分野進出に伴う調査の代行について（回答）
　　　年　　月　　日付けで依頼のあったこのことについては、下記のとおりでした。

記

【調査結果】

（様式第７号）

第　　　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

　（有限会社）　○○建設

　　　（取締役社長）代表　○○○○　様

　　　　　　鳥取県県土整備部長　○○○○　　印
　　　建設業の新分野進出の実績確認について（通知）
　　　年　　月　　日付けで申請のあった下記新分野進出については、鳥取県建設業者新分野進出実績確認基準を満たすことが確認されたので、格付の加点対象とします。

記

１　新分野進出を行った者

（有限会社）　○○建設　（取締役社長）代表　○○○○

２　１と申請者との関係

　（例）本人

３　新分野進出の内容

	該当欄
	事業活動の種類
	事　　業　　内　　容

	　○
	１　新商品の開発又は生産
	（例）ブルーベリーの生産

	
	２　新役務の開発又は提供
	


　

（様式第８号）

第　　　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

　（有限会社）　○○建設

　　　（取締役社長）代表　○○○○　様

　　　　　　鳥取県県土整備部長　○○○○　　印
　　　建設業の新分野進出の実績確認について（通知）
　　　年　　月　　日付けで申請のあった下記新分野進出については、鳥取県建設業者新分野進出実績確認基準を満たしておりませんでしたので、その旨御承知ください。

記

１　新分野進出を行った者

（有限会社）　○○建設　（取締役社長）代表　○○○○

２　１と申請者との関係

　（例）本人

３　新分野進出の内容

	該当欄
	事業活動の種類
	事　　業　　内　　容

	　○
	１　新商品の開発又は生産
	（例）ブルーベリーの生産

	
	２　新役務の開発又は提供
	


４　条件を満たしていない理由















